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第１ 生 活 保 護 法 の 概 要 

 

１ 生活保護制度の目的 

   生活保護法とは、日本国憲法第25条に規定されている「国民は、健康で文化的な最低限度の生活を

営む権利を有する。」という生存権を、実体的に具現するために制定された社会保障制度の一つで

す。 

  生活保護法第１条には、 

    「この法律は、日本国憲法第25条に規定する理念に基き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、

その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を

助長することを目的とする。」とうたわれています。 

 

２ 生活保護法の基本原理、原則 

  この制度は、単に生活に困窮している国民に対して、最低生活を保障するということだけでなく、

 さらに積極的にそれらの人々の自立の助長を図ることを目的としており、この自立の助長は、最低

 生活の保障とともに、この制度を貫く大原則となっています。 

    また、生活保護法には、制度の運用に際し守られるべきことが、制度の原理として定められてい 

ます。 

 (1) 無差別平等の原理（法第２条） 

すべての国民は、この法律による保護（以下「保護」という）を無差別平等に受けることがで

きると規定して、人種、信条、性別、社会的身分または門地等はもとより、生活困窮におちいっ

た原因の如何はいっさい問わず、もっぱら生活に困窮しているかどうかという経済状態だけに着

目して保護を行うこととしています。 

  (2) 最低生活の原理（法第３条） 

        この制度は、憲法第25条に規定する生存権の保障を具現するためのものですから、この制度に

よって保障される生活水準は、当然、憲法上の権利として保障されている生存を可能にするもの

でなくてはなりません。そこで、この法律で保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活

水準を維持することができるものでなければならないと規定されています。 

  (3) 補足性の原理（法第４条） 

        保護を受けるためには、各自がその持てる能力に応じて最善の努力をすることが先決であり、

   それでもなお最低生活が営めない場合に、はじめて保護が行われます。 

        すなわち、保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、 

      その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われ、また、民法に定める扶養

     義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべて保護に優先して行われなければならないとさ

     れています。 

  (4) 申請保護の原則（法第７条） 

        本法による保護は、要保護者、その扶養義務者、又はその他の同居の親族の申請に基づいて開

始されます。但し、要保護者が急迫した状況にあるときは、保護の申請がなくても、必要な保護

を行うことができるとされています。 
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  (5) 基準及び程度の原則（法第８条） 

        保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その

者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行われます。 

        また、その基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応

じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、且つ、これを

こえてはならないとされています。 

  (6) 必要即応の原則（法第９条） 

        保護は、要保護者の年齢別、性別、健康状態等その個人又は世帯の実際の必要の相違を考慮し

て、有効且つ適切に行うこととされています。 

  (7) 世帯単位の原則（法第10条） 

        保護は、世帯を単位としてその要否及び程度が定められます。但し、これによりがたいときは、

個人を単位として定めることができるとされています。 

 

３ 保護の種類と方法 

     保護の種類としては次の８種類の扶助があります。 

   ① 生活扶助 ② 教育扶助 ③ 住宅扶助 ④ 医療扶助 

   ⑤ 介護扶助 ⑥ 出産扶助 ⑦ 生業扶助 ⑧ 葬祭扶助 

  これらの扶助は、要保護者が最低生活を充足させるのに必要とされる限度において、単給又は併

給として行われます。 

    また、扶助は、原則として金銭給付の方法により行われますが、介護扶助及び医療扶助について

 は、特別な場合を除いて現物給付、つまり要介護者（又は患者）が直接指定介護機関（又は指定医

 療機関）で介護（又は診療）を受けることにより行われます。 

 

４ 福祉事務所(窓口は各区保健福祉センター保護課) 

     県知事や市長等は、その所管区域内に居住する要保護者に対して保護を決定し実施する責任を負

 いますが、その事務を福祉事務所長に委任しています。 

  本市には、７つの福祉事務所があります（表紙裏面の一覧表参照）。福祉事務所には、ケースワ

 ーカー（被保護者に対して指導・援助を行う地区担当員）及び介護事務担当者（介護機関との連絡

 調整を行う職員）が配置されておりますので、ご遠慮なく連絡を取っていただきたいと思います。 

 

５ 指定介護機関 

     福祉事務所が被保護者である要介護者等に対する介護を委託できる介護機関は、介護保険法によ

 る指定のほか生活保護法による指定を受けている介護機関（指定介護機関）です。 

     この指定の趣旨は、介護機関からの生活保護法に対する理解とご協力により適正な介護扶助を被

 保護者が受給できるようにするものです。 

   指定介護機関には、生活保護法第54条の２により医療扶助に関する義務や届出等について定めた

同法第50条から第54条までの「指定医療機関」を「指定介護機関」と読み替えて準用されるほか、

この条項に基づき、次に掲げる「指定介護機関介護担当規程」が定められています。 

    ※ 指定申請や各種届出については、22ページの第５「指定申請と届出」をご参照ください。 
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指 定 介 護 機 関 介 護 担 当 規 程 

 

                                          (平成12年３月31日   厚生省告示第191号) 

 

 生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条第１項の 

規定により、指定介護機関介護担当規程を次のように定め、平成12年４月１日から適用する。 

（指定介護機関の義務） 

 第１条 指定介護機関は、生活保護法に定めるところによるほか、この規程の定めるところにより、 

介護を必要とする被保護者（以下「要介護者」という。）の介護を担当しなければならない。 

（提供義務） 

 第２条 指定介護機関は、保護の実施機関から要介護者の介護委託を受けたときは、当該要介護者 

に対する介護サービスの提供を正当な事由がなく拒んではならない。 

（介護券） 

 第３条 指定介護機関は、要介護者に対し介護サービスを提供するに当たっては、当該要介護者に 

ついて発給された介護券が有効であることを確かめなければならない。 

（援助） 

 第４条 指定介護機関は、要介護者に対し自ら適切な介護サービスを提供することが困難であると 

認めたときは、速やかに、要介護者が所定の手続きをすることができるよう当該要介護者に 

対し必要な援助を与えなければならない。 

 (証明書等の交付） 

 第５条 指定介護機関は、その介護サービスの提供中の要介護者及び保護の実施機関から生活保護 

法（昭和25年法律第144号）による保護につき、必要な証明書又は意見書等の交付を求められ 

たときは、無償でこれを交付しなければならない。 

（介護記録） 

 第６条 指定介護機関は、要介護者に関する介護記録に、介護保険の例によって介護サービスの提 

供に関し必要な事項を記載し、これを他の介護記録と区別して整備しなければならない。 

（帳簿） 

 第７条 指定介護機関は、介護サービスの提供及び介護の報酬の請求に関する帳簿及び書類を完結 

の日から５年間保存しなければならない。 

（通知） 

 第８条 指定介護機関が、要介護者について次のいずれかに該当する事実のあることを知った場合 

には、速やかに、意見を付して介護券を発給した保護の実施機関に通知しなければならない。 

   １ 要介護者が正当な理由なくして、介護サービスの提供に関する指導に従わないとき。 

   ２ 要介護者が詐欺その他不正な手段により介護サービスの提供を受け、又は受けようとし 

たとき。 
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第２ 介 護 扶 助 制 度 の 概 要 

 

介護扶助は、介護保険法の施行に伴い平成12年度から生活保護制度の給付として創設されました。

介護保険法に規定される要介護・要支援認定（以下、「認定」という。）を受け要介護状態等とな

った要保護者・被保護者（以下、「要保護者等」という。）に対して、 

  ○ 介護保険被保険者（第１号被保険者・第２号被保険者）である場合には、介護保険サービス

の１割自己負担分を、 

  ○ 介護保険の被保険者でない要保護者（40歳以上65歳未満で特定疾病に該当）（以下，「被保

険者以外の者」という。）が認定を受けた場合には、介護サービス（10割）を、介護扶助で保

障します。 

介護扶助における介護サービスの範囲は、 

①居宅介護  ②福祉用具  ③住宅改修  ④施設介護  ⑤介護予防   

⑥介護予防福祉用具  ⑦介護予防住宅改修  ⑧移送  ⑨介護予防・生活支援サービス事業 

 の９種類ですが、提供される介護サービスの内容は介護保険給付と同等となります。 

ただし、全額自費で購入する介護サービス、つまり支給限度額を超えるサービスは、介護扶助の

 範囲には含まれません。また、介護扶助における介護方針として、指定居宅サービス及び指定介護

 施設等における特別な居室、療養室及び病室の提供は行われません。 

  保護の方法は、原則として現物給付とされていますが、 

   ①現物給付ができないとき、 

   ②それが適当でないとき、 

   ③保護の目的を達するために必要があるとき 

 は、現金給付する場合もあります。 

   なお、被保護者の介護保険料や、施設入所している被保護者等の日常生活費については、介護扶助

ではなく生活扶助の加算で対応されます。 

    【対象者と生活保護との関係】                                                         

    対 象 者 保 険 料 の 取 扱 生 活 保 護 の 対 応 利 用 者 負 担  

第１ 

号被 

保険 

者 

 

65歳以上 

老齢年金等が年18万円以 

上の者：特別徴収 

保険料分を年金収入か 

ら控除する。 
 

利用料の１割を 

介護扶助で支払 

(限度額15,000 

円) 

上記以外の者：普通徴収 保険料分を生活扶助の 

介護保険料加算として 

支給する。 

第２ 

号被 

保険 

者 

40～64歳(医療 

保険加入者とそ 

の被扶養者) 

健康保険(社会保険)の保 

険料に上乗せして徴収 

勤労収入から必要経費 

として控除する。 

※ 

上記 

以外 

40～64歳(医療 

保険未加入者で 

特定疾病該当者) 

 介護保険に加入できないので、保険料も徴収され 

ない。 

利用料の全額 

(10割)を介護 

扶助で支払 

     ※ 被保険者以外の要保護者であり、頭にＨをつけた番号を被保険者番号の代用としています。 
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第３  介 護 扶 助 の 給 付 

 介護扶助は、介護保険給付と同等の介護サービスを、要保護者等に対して保障するものです。被保

険者である要保護者等の場合、介護保険制度のもとで介護度の認定を受け、ケアプランを作成し、要

介護度に応じた給付を受けることになります。被保険者以外の者の場合は、生活保護制度のもとで認

定とケアプラン作成がなされ、介護サービスが提供されます。

介護保険給付と介護扶助は給付方式が異なりますが、認定とケアプランという供給・利用のプロセ

スについては、ほぼ同様になっています。

１ 介護扶助の給付事務の全体像（概要）

要  保  護  者  等

⑦本人支払額徴収

(介護券に記載の場合)
要 

介 

護 

認 

定 

結 

果 

④

決

定

通

知 

①

保

護

申

請 

介護券から必 

要事項をレセ 

プトに転記し 

て請求 

⑥サービス提供

居宅・施設

事 業 者 ⑤介護券
 福 祉 事 務 所
(保健福祉センター 

保護課) 
支援事業者 ⑤介護券

⑧

介請

護求

報書

酬

⑪

介支

護払

報

酬

⑧

介請

護求

報書

酬

⑪

介支

護払

報

酬

③

本

庁

協

議

結

果

回

答

（
疑

義
が
あ
る
場
合

）

②
本

庁

協

議

⑫

審

査

支

払

結

果

国   保 連

⑨介護給付費請求書 ⑩介護報酬額決定

福  岡  市  （介護保険者：介護保険課）

注）１ ゴシック体は被保険者以外の者にかかる手続きです。  

 ２ 介護支援事業者と要保護者、国保連及び指定介護機関の関係は通常の介護保険と同じ。

３ 被保険者については、被保険者の申請に基づいて介護保険の要介護認定、居宅介護支援計

画等の作成等の手続きが行われていることを前提としています。
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   ① 保護申請  

(1) 被保険者については、被保険者の申請に基づいて介護保険の要介護認定、居宅介護支援計画、介

護予防支援計画又は介護予防マネジメントに基づくプラン又は介護予防ケアマネジメントの内容

がわかるもの（以下、「居宅介護支援計画等」という。）の作成等の手続きが行われていること

を前提としています。 

(2) 被保険者以外の者から申請があった場合は ゴシック の処理が加わります。 

  ② 本庁協議  

      介護扶助を適用するに当たり、要介護認定結果及び居宅介護支援計画等について疑義がある場合

（介護扶助基準に該当するサービスか否か等）は、場合に応じて本庁協議を行います。 

  ※ 介護扶助基準は原則として介護保険の介護方針、介護報酬の例によることとなりますが、  

介護保険の保険給付で、医療保険における保険外併用療養費制度のような自費利用となるよう

なサービス利用がある場合は、法第54条の２第４項において準用する法第52条第２項の規定に

基づき扶助の対象としない場合（差額徴収）がありえます。    

   ③ 本庁協議結果回答  

     本庁は、福祉事務所から協議のあったものについて回答します。 

 ④ 保護の決定・決定通知送付  

(1) 保護の要否の判定 

   要介護認定結果及び居宅介護支援計画等に基づき、介護サービスを利用した場合の自己負担額

（低所得者に適用される高額介護サービス費が上限）で保護の要否の判定を行います。 

 (2) 保護の程度の決定 

   作成された居宅介護支援計画等よって、支給限度額内の範囲で介護サービスを利用しているかが

特定されるので、これに基づき、保護の程度を決定し、指定介護機関毎に介護券（介護扶助の対象

であること及び本人支払額を証する書類）を発行します。 

(3) 基準該当居宅サービスの取扱い 

基準該当居宅サービスを受けている者から申請があったときは、保険給付は償還払い（特例居宅

介護サービス費の支給）となりますが、その場合には、既に利用している介護サービスの内容に基

づき要否判定及び程度の決定を行います。 

なお、近隣の指定介護機関を利用できるなど、基準該当サービスを利用することについて特段の

事情がない場合には、地域の実情に応じて指定介護機関への変更を指導します。 

      ※ 保険給付が償還払いとなる基準該当居宅サービス、離島等における相当サービス、福祉用具

購入、住宅改修、及び移送に係る介護扶助の支払方法は福祉事務所の金銭給付となります。 

  ⑤ 介護券の送付  

(1) 在宅の場合 

     福祉事務所は、居宅介護支援計画等で定められた指定介護機関に介護券を送付します。 

(2) 介護施設入所者の場合 

     福祉事務所は、介護施設の長に介護券を送付します。 

(3) 指定居宅介護支援事業者、地域包括支援センター 

被保険者以外の者の居宅介護(介護予防支援)サービス計画費報酬のため介護券を送付します。 
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   ⑥ 介護の現物給付  

    指定介護機関は、居宅介護支援計画等に基づき、介護の現物給付を行います。 

   ⑦ 本人支払額徴収  

    介護券に本人支払額が記入されている被保護者の場合には、本人支払額を徴収します。 

 ⑧ 介護報酬の請求  

     指定介護機関は、介護扶助の介護方針及び介護報酬基準により、介護給付費明細書に必要事項を

転記して審査・支払機関（国保連）に介護報酬の請求を行います。 

     本人支払額のある被保護者の介護報酬については、本人支払額を差し引いた額を請求します。 

  ⑨ 審査済介護報酬請求書の提出  

     審査・支払機関（国保連）は、指定介護機関の提出した介護報酬請求書が、介護扶助の介護方針

及び介護報酬基準に合致しているか審査します。 

   ⑩ 介護報酬の額の決定、介護報酬支払委託  

福岡市長は、審査・支払機関（国保連）から提出された審査済介護報酬請求書に基づき、介護報

酬の額を決定します。福岡市長は、介護保険で支払われる介護報酬の額を差し引いた額を介護扶助

に係る介護報酬として指定介護機関に支払うよう依頼します。 

   ⑪ 介護報酬支払  

    審査・支払機関（国保連）は、⑩で決定された介護報酬の額を指定介護機関に支払います。 

 

２ 介護扶助の要介護認定等 

 (1) 介護保険の被保険者である要保護者等の認定 

       介護保険の被保険者である要保護者等の認定は以下のように行います。 

① 65歳以上の要保護者等 

          65歳以上の要保護者等については、介護保険法の規定に基づき、第１号被保険者として認定

を受けることになります。（更新の場合は、更新申請と基本チェックリストによる判定のどち

らかを選択可）従って、保護の実施機関は、介護扶助が必要であると認める場合、適切に認定

が行われるよう助言・指導を行います。 

② 40歳以上65歳未満の要保護者等 

          40歳以上65歳未満で特定疾病により要介護または要支援の状態にある者の場合も、医療保険

加入者であれば65歳以上の者と同様に、被保険者として認定を受けることになります。 

          なお、認定にあたり特定疾病に該当するかどうかは、主治医の意見書の記載内容に基づいて、

介護認定審査会が確認します。 

③ 主治医の意見書について 

          認定に必要な主治医の意見書記載にかかる経費（文書料）は、介護保険の保険者（福岡市）

が負担します。 

意見書は、主治医がそれまでの診療等によって得られた情報に基づいて記載しますが、主治

医がいない場合には、保険者の指定する医師が診断を行い、意見書を記載することになります。

従って、その際に必要な診察及び検査にかかる費用または医療保険の自己負担分については、

医療扶助を適用します。 
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 (2) 被保険者以外の者等の認定 

       介護保険の被保険者でない要保護者等の認定は、介護扶助の要否判定の一環として、生活保護制

度で独自に行うことになります。この場合の要介護状態等の判定区分、継続期間、療養上の留意

事項等について、被保険者とそれ以外の者との間で統一を図るため、介護認定審査会に審査判定

を委託して行います。 

       福岡市においては、「介護保険の被保険者でない要保護者の要介護度等認定に係る事務取扱要

綱」により、以下の要領で行っています。 

① 被保険者以外の者から認定申請（新規・区分変更・更新）が行われた場合、福祉事務所は認

定調査を指定市町村事務受託法人（以下、「受託法人」という）に依頼します。 

② 福祉事務所は、主治医の意見を検診命令により求め，福岡市要介護認定事務センターに提出 

します。 

③ 受託法人は、福祉事務所からの依頼に基づき訪問調査を実施し、調査結果を本庁保護課へ提 

出します。本庁保護課は確認後，福岡市要介護認定事務センターに送付します。 

④ 介護保険課は、福岡市介護認定審査会を開催します。 

⑤ 福祉事務所は福岡市介護認定審査会の結果をもとに、要保護者等に通知します。 

     介護扶助単独給付者の検診命令  （介護保険の診断書料と同じ扱い）                      

  主治医意見書の記載にかかる対価（消費税別）  

   在 宅  施 設 ※ 継続申請者とは、①施設入所者については更新申請 

 時に前回申請した時と同一の施設に入所している者、 

 ②在宅の者については前回申請時と同一の医療機関ま 

新規申請者  5,000円  4,000円 

継続申請者  4,000円  3,000円 

                たは主治医が意見書を記載した者をいう。 

                                                                                     

３ 介護扶助の給付手続  

     介護扶助の申請手続きは、要保護者における居宅介護支援計画等作成の有無、申請者が被保険者

か否かによって異なります。 

     以下、介護扶助の申請から給付までを居宅サービスを中心にして説明します。 

 (1) 介護扶助の申請 

       ①  居宅介護支援計画等を作成した被保険者から申請があった場合 

           介護扶助を申請しようとする者が、介護保険の被保険者であって、既に居宅介護支援計画等

を作成していた場合、その写しと被保険者証の写しを、保護開始申請書とともに福祉事務所に

提出してもらいます。福祉事務所では、その居宅介護支援計画等が介護扶助を行うための計画

として適当であるか確認を行い、申請者に対し、居宅介護支援計画等を変更した場合は遅滞な

くその内容を提示すること、提示がない場合介護扶助の決定ができず、介護券の発行ができな

いことになるなどの説明を行います。 

          なお、自立助長の観点から、専門家による最も効果的な方法による介護給付が望ましいため、

自己作成による居宅介護支援計画等は認められません。 

②居宅介護支援計画等未作成の被保険者から申請があった場合 

          介護扶助を申請しようとする者が、介護保険の被保険者であって、居宅介護支援計画等未作

成である場合、まず福祉事務所は指定介護機関（居宅介護支援事業者等）のリストを申請者に

提示し、申請者本人が機関・事業者を選択し居宅介護支援計画等を作成します。この場合、居
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宅介護支援計画等の作成費は、すべて介護保険制度によってまかなわれます。なお、要介護度

が「要支援１・２及び，基本チェックリスト該当者」の場合は地域包括支援センターが居宅介

護支援計画等を作成します。

① と同様の説明等を行います。

③ 被保険者以外の者から申請があった場合

40歳以上65歳未満の者で医療保険未加入の場合は、介護保険の第２号被保険者とはなりませ

ん。こうした被保険者以外の者から介護扶助の申請が行われた場合、福祉事務所は指定介護機

関（居宅介護支援事業者等）から本人が希望する事業者に介護券を発行し、居宅介護支援計画

等の作成を委託します。

※ 要保護者等が、認知症等のため居宅介護支援計画等の提出が困難な場合、本人の同意を得た

うえで、指定居宅介護支援事業者等に対して写しの交付を求める場合があります。 

※ 被保険者以外の者の要介護認定等の資料提供に係る申請については様式集【様式11】参照。

(2) 介護扶助の要否判定

福祉事務所は、申請者が介護サービスを利用したときの自己負担額について概算介護費を算定し、

介護扶助の要否判定を行います。自己負担額の上限は、要保護者に適用される高額介護サービス

費を除いた額となります。

(3) 介護扶助の決定に際しての留意事項

① 居宅介護に関する介護扶助の程度は、介護保険法に定める区分支給限度額の範囲でなければ

なりません。従って、区分支給限度額を超える居宅サービスについては、全額自己負担とな

り、生活保護法では支給の対象となりませんので、利用者への充分な説明が必要です。

② 介護扶助を適用する期日は、原則として保護申請書または保護変更申請書の提出日以降で、

介護扶助を適用する必要があると認められた日となります。

③ 要保護者等の介護について、介護扶助に優先して活用されるべき他法他施策による給付の有

無を調査します。

④ 特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護、介護予防特定施設入居者生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護については、

入居に係る利用料が住宅扶助により入居できる額に限られます。

(4) 本人支払額の決定

① 要保護者等が介護扶助のみ、または介護扶助と医療扶助の適用を受ける場合は、当該要保護

者の属する世帯の収入充当額から、当該世帯の介護費または医療費を除く最低生活費を差し

引いた額が、介護費または医療費の本人支払額となります。

② 介護扶助と医療扶助を併給する場合は、居宅介護は月額15,000円、施設介護は月額15,000円

及び施設入所日数に日額300円を乗じた額を加えた額を上限とし、まず介護費に充当し、当該

上限額を超える額を医療費に充当します。

③ 居宅介護費については、まず訪問通所系の介護サービスに充当し、以下短期入所系サービ

ス、福祉用具購入、住宅改修、移送の各給付の順に充当していきます。

④ 施設介護の本人支払額については、まず、（被保険者の場合は15,000円を限度として）施設

介護費（食費を除く）に充当し、これを超える場合は食費に充当することが原則です。
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 (5) 月の中途で保護が開始となった場合 

       月の中途で保護が開始（廃止）された場合、介護報酬が１日または１回単位とされているサービ

スについては、居宅介護支援計画等に基づき、保護適用期間中に提供されるサービスについて介

護扶助を決定します。その際、有効期間が記載された介護券を発行します。 

       また、介護報酬が月単位とされているサービス（福祉用具貸与等）については、開始日からその

月の末日まで（廃止月の初日から廃止日まで）の日数に応じて、日割りにより介護扶助を決定し

ます。 

      なお、居宅介護支援計画等作成費（被保険者以外の者の場合）は、日割りは行われません。 

（6）被保険者以外の者が65歳に到達した際の留意点 

被保険者以外の者が65歳に到達した際には、介護保険の被保険者の資格が発生し、第１号被保険

者となります。この際、従前、介護扶助単独給付者として福祉事務所により認定を受けていた要介

護認定結果等に基づき、原則６か月の間、従前の要介護度等を引き継ぎ、第１号被保険者として新

たに認定を受けることができます。 

 (7) 要保護者等に関する情報提供 

       介護扶助の決定は、要保護者等から居宅介護支援計画等の写しの提出を求め、これにより行うこ

とが原則ですが、要保護者等が希望する場合及び要保護者等からの提出を待っていては保護の迅

速な決定に支障が生じるおそれがある場合には、福祉事務所が本人からの同意を得たうえで、直

接、指定居宅介護支援事業者または地域包括支援センター等からケアプランの写しを求めること

ができるようになっています。 

※生活保護受給者の場合、介護扶助の要否判定のため、居宅療養管理指導（予防含む）につい

ても、サービス利用票・別表・サービス計画書等に、これらの項目の記載をお願いいたします。 

         また、福祉事務所は、居宅介護支援事業者等に対して、要保護者等の同意のうえ、被保護者異

動連絡表（様式集【様式３】参照）によって保護の開始・変更・廃止等の情報を提供します。 

 

４ 介護券について（様式集【様式１】【様式２】参照）  

     介護扶助は、福祉用具購入、住宅改修、移送を除き、介護券を発行して行います。介護券の種類

は、生活保護単独、または介護保険もしくは他の公費負担医療との併用の別、また介護サービスの

種類に係わらず１種類です。 

 (1) 介護券の記載事項 

      ① 介護サービス受給年月 

           介護券は歴月を１単位として発行されます。 

      ② 公費負担者番号 

          公費の種目（生活保護費）と、介護券を発行した福祉事務所ごとに８桁の番号が決められて

います。 

 

  東福祉事務所 １２４０１０１４  城南福祉事務所 １２４０１０６３  
 博多福祉事務所 １２４０１０２２   早良福祉事務所 １２４０１０７１ 

 中央福祉事務所 １２４０１０３０  西福祉事務所 １２４０１０８９ 

 南福祉事務所 １２４０１０４８  
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      ③ 有効期間 

           当該月のうち、介護扶助が適用される期間です。 

      ④ 受給者番号 

           レセプトの「公費受給者番号」欄にあわせ、受給者区分６桁、検証番号１桁、計７桁の番号

です。 

      ⑤ 単独・併用の別 

           生活保護単独または介護保険もしくは公費負担医療との併用の別を記載します。 

      ⑥ 保険者番号 

        ア 介護保険の被保険者の場合 

             被保険者証に記載された介護保険者番号です。 

        イ  被保険者以外の者の場合 

            保護の実施責任のある区の介護保険者番号が適用されます。 

      ⑦ 被保険者番号 

        ア 介護保険の被保険者の場合 

             被保険者証に記載された介護保険被保険者番号です。 

        イ 被保険者以外の者の場合 

             各福祉事務所で定めた、冒頭の１桁目に「Ｈ」をつけた番号です。 

      ⑧ 氏名 

   ⑨ 生年月日 

   ⑩  性別 

   ⑪ 要介護状態区分 

      ⑫ 居住地 

           被保護者の居住地が記載されています。 

      ⑬ 指定介護機関名 

           介護扶助の委託を決定した指定介護機関の名称及び事業所番号が記載されています。 

      ⑭ 本人支払額 

           本人支払額が生じる場合に記載されています。 

      ⑮ 地区担当員 

           介護券作成後内容点検を行った地区担当員名（ケースワーカー）が記載されています。 

      ⑯ 福祉事務所長の印 

           ＯＡシステムで印刷された介護券は、電子公印が印刷されています。 

      ⑰ 備考 

           介護保険に該当する場合はその旨を表示し、「その他」の欄には、前記以外の他法他施策の

名称が記載されています。 

 (2) 福祉事務所における介護券発行の事務手続き 

      ① 介護券の発行 

          毎月20日前後に、指定介護機関に歴月単位の介護券（連名簿）を送付します。 

          被保険者以外の者が、介護予防・居宅介護支援サービスを利用した場合は、ケアプラン 

作成報酬請求のため、指定居宅介護支援事業者または地域包括支援センター等にも介護券が送

付されます。 
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      ② 介護券交付処理簿の作成 

      ③  審査支払済レセプト（介護給付費公費受給者別一覧表）と介護券交付処理簿を照合し、 

          ・介護券に基づく請求かどうか、 

          ・有効期間実日数が多く算定されていないか、 

        等を確認します。 

      ④ 誤った申請があった場合は、指定介護機関等に連絡のうえ、過誤処理依頼を行います。 

 

５ 介護保険３施設の入所者における居住費・食費の取扱い 

(1)介護保険施設入所時における注意点 

① 負担限度額認定申請について 

 被保険者である要保護者については、利用者負担第１段階が適用され、本人支払額を除いて、

その負担部分を介護扶助で給付することになりますが、居住費及び食費の負担限度額については、

要保護者であっても別途負担限度額認定の申請が必要となります。施設サービスを利用する前に

事前に介護保険担当課に申請する必要があります。（※被保険者以外の者は対象外） 

② 施設入所における個室の利用について 

 利用者負担が生じる個室については、要保護者は例外的対応を除き、利用は認められません。

ただし、「社会福祉法人等による利用者負担軽減制度」を利用するなどし、利用者負担（負担限

度額）が発生しない場合については、例外的に入所を認めます。（被保険者以外の者についても

同様の取扱いとなります） 

 

介護保険３施設の入所者における居住費・食費の取扱いは、以下のとおりです。 

  (2)多床室（相部屋）の場合 

① 介護保険の被保険者である生活保護受給者の場合 

居住費・食費については低所得者に対する減額（補足給付：特定入所者介護サービス費）

実施後の自己負担額（１日当たり居住費：０円、食費：300円に減額）について介護扶助で負

担します。 

② 介護保険の被保険者ではない生活保護受給者の場合 

介護扶助で10割支給している者については国保連経由で全額を公費（生保：介護扶助費）

で負担します。 

(3)従来型個室（通常の個室）、ユニット型個室的多床室、ユニット型個室の場合 

原則的に入所できません。しかし、制度改正前から既に入所している場合などで例外的に入所

を継続する場合もあります。 

① 介護保険の被保険者である生活保護受給者の場合 

低所得者に対する減額（補足給付）実施後の自己負担額（食費：300円に減額）について公

費（生保：介護扶助）で負担します。 

例外的に入所を認めた場合の居住費については入所施設等が福祉事務所に直接請求し、支

払うこととなります。 

   ② 被保険者以外の者の場合 

介護扶助で10割支給している者については食費の介護保険負担と同額分（特定入所者介護

サービス費相当）＋自己負担限度額相当が国保連経由で支給されますが、居住費分（特定入
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所者介護サービス費相当）＋自己負担限度額相当については、入所施設等が福祉事務所に直

接請求し、支払うこととなります。 

 

６ 介護保険３施設のショートステイ（短期入所生活介護、短期入所療養介護）における居住費・食

費の取扱い 

(1)多床室（相部屋）の場合 

   ① 介護保険の被保険者である生活保護受給者の場合 

食費の自己負担限度額相当については要保護者の自己負担となり、介護扶助費や生活扶助

費で支給しません。居住費については低所得者に対する減額（補足給付）を実施すれば居住

費の自己負担額が１日当たり０円となるため負担しません。 

   ② 被保険者以外の者の場合 

 介護扶助で10割支給している者については食費の利用者が負担すべき自己負担限度額相当

を除いた食費（特定入所者介護サービス費相当）と居住費の特定入所者介護サービス費相当

については入所施設等が福祉事務所に直接請求し、支払うこととなります。 

(2)多床室ではない従来型個室・ユニット型等の施設の場合 

   ① 介護保険の被保険者である生活保護受給者の場合 

        食費の自己負担限度額相当については被保護者の自己負担となり、介護扶助費や生活扶助

費で支給しません。また、居住費については被保護者の自己負担となりますが、その利用に

ついては被保護者の負担が可能であれば利用は妨げません。その際、被保護者の負担が増え

ることを防ぐための低所得者に対する減額（補足給付）の手続きは必要となります。 

   ② 被保険者以外の者の場合 

介護扶助で10割支給している者については食費の利用者が負担すべき自己負担限度額相当

を除いた食費（特定入所者介護サービス費相当）と居住費の特定入所者介護サービス費相当

については入所施設等が福祉事務所に直接請求し、支払うこととなります。 

(3)通所系サービスの利用者への対応について 

     食費については、生活扶助費（居宅基準）に含まれて支給されているため、介護扶助による別途

支給はなく、被保護者の自己負担となります。小規模多機能型居宅介護については、宿泊代につい

ても別途支給はありません。 

 

７ 施設から福祉事務所への直接請求 

   施設から福祉事務所への直接請求となるのは、次の場合です。 

(1)介護保険の被保険者である生活保護受給者の場合 

① 例外的にユニット型等の個室に入所している場合の居住費の自己負担限度額 

(2)被保険者以外の者の場合 

   ① 例外的にユニット型等の個室に入所している場合の居住費の特定入所者介護サービス費相当

の金額及び自己負担限度額 

      ②  多床室でショートステイを利用している場合の居住費の特定入所者介護サービス費相当の金

額 

      ③  ユニット型等の個室でショートステイを利用している場合の居住費の特定入所者介護サービ

ス費相当の金額 
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      ④  ショートステイを利用している場合の食費のうち特定入所者介護サービス費相当の金額 

   

 (3)直接請求の取扱い方法 

   ①  介護保険施設は介護報酬を福祉事務所に直接請求する事例が生じた場合に「介護報酬請求書

（福祉事務所直接請求用）交付願書」（様式集【様式10】）を作成し、福祉事務所に送付しま

す。 

      ② 交付申請書を受領した福祉事務所では申請書の内容を確認し、「介護報酬請求書（福祉事務

所直接請求用）」を作成し、請求のあった介護保険施設に福岡市の請求書用紙とともに送付し

ます。 

   ③  「介護報酬請求書（福祉事務所直接請求用）」を受け取った介護保険施設は当該請求書を作

成し、併せて福岡市の請求書用紙に記入、また、国保連に請求した介護報酬明細書の写しとと

もに福祉事務所に提出します。 

    ※印鑑は「○○施設長印」と刻印されたもの、もしくは施設長の個人印をご使用ください。 

    ④  福祉事務所は提出された「介護報酬請求書（福祉事務所直接請求用）」等の審査を行い、施 

      設の指定した口座に支払います。  

 

８ 福祉用具の給付  

 (1) 福祉用具の給付方針 

       福祉用具の種目は、「厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給にかかる特定福祉用具

の種類」（平成11年３月31日、厚生省告示94号）に規定されている①腰掛便座、②自動排泄処理

装置の交換可能部品、③入浴補助用具、④簡易浴槽、⑤移動用リフトのつり具の部分の５種類で

す。 

       また、支給限度基準額は、同一年度（４月から翌年３月まで）で10万円であり、要介護度の変更

認定があった場合でも、同一年度内においてはこの基準額の10万円を超えることはできません。 

       また、同一年度で１種目１回に限られていますが、破損や介護の必要の程度が著しく高くなった

等特別の事情がある場合は、同一種目について再給付されます。 

      被保険者以外の者等の場合は、生活保護法の「補足性の原理」により、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律の規定に基づく補装具の支給または日常生活用具の給付が

優先して適用されますので、これら他の施策等の給付が受けられないときに限って、介護扶助の給

付が行われます。 

  

 (2) 福祉用具の給付方法 

      要保護者等の申請に基づいて、 

      ① 購入の必要性（要否意見書）やケアプランに則したものかどうか、 

   ② 購入予定の福祉用具が(1)に掲げているものか、 

   ③ 必要最小限度の購入額か、 

      ④ 同一年度内に、同一の用具を購入していないか、 

      ⑤ 年度内の支給限度額を超えていないか、 

      ⑥  被保険者以外の場合は、他法・他施策の活用はできないか、 

  等を確認のうえ給付を決定します。 
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   介護保険の被保険者の場合は、保険給付対象の１割分を利用者が事業者に支払い、保険給付対

象の９割分を利用者からの委任に基づき市が事業者に支払うことができます。 

       介護扶助単独給付者の場合、費用全額（10割）を介護扶助として支給します。金銭給付によらず、

現物給付を行ったのち、業者が直接、福祉事務所に対してその費用全額を請求することもできま

す。 

    ※福祉事務所が給付決定を行う前に納品することはできませんのでご注意ください。 

 

９ 住宅改修費の給付  

 (1)住宅改修費の給付方針 

      住宅改修の範囲は、「厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給にかかる住宅改修の種

類」（平成11年３月31日、厚生省告示95号）の規定により、①手すりの取付け、②段差の解消、③

滑りの防止及び移動の円滑化等のための床または通路面の材料の変更、④引き戸等への扉の取替え、

⑤洋式便器等への便器の取替え、⑥その他①から⑤までの住宅改修に付帯して必要となる住宅改修

となっています。 

      支給限度額は、要介護者等１人につき20万円で、原則、１回のみの給付となります。ただし、要

介護度が著しく重度になった場合や、転居した場合は再度給付を受けることができます。 

 (2) 住宅改修の算定方法 

       ① 住宅改修の設計及び積算の費用 

            住宅改修を前提として行われた設計及び積算の費用のみ、住宅改修の費用として扱います。 

       ② 新築または増築の場合 

            住宅の新築：対象外。 

            住宅の増築：新たに居室を設ける場合は対象外。但し廊下や便所の拡張により「手すりの取

付け」や「便器の取替え」の必要性が生じた場合は、対象となります。 

       ③  住宅改修費の給付対象外の工事も併せて行われる場合 

          給付対象部分を抽出した見積りにより確認が必要となります。 

       ④ 要保護者等が自ら住宅改修を行った場合 

            本人もしくは家族等が行った場合は、材料費のみが対象となりますが、材料費の見積もり等

が必要です。 

       ⑤ １つの住宅に複数の要介護者等がいる場合 

          要介護者等１人ずつ申請できますが、その対象が重複することは認められません。 

 (3) 住宅改修費の給付方法 

       要保護者等の申請に基づいて、 

       ① 改修の必要性（要否意見書）やケアプランに則したものかどうか、 

   ② 改修予定の範囲が(1)に掲げているものか、 

   ③ 必要最小限度の改修（見積書）か、 

       ④ 同一世帯で同一の改修をしていないか、 

       ⑤ 住宅の所有者が本人以外の場合、所有者の承諾を取れているか、 

       ⑥  被保険者以外の場合は、他法・他施策の活用はできないか、 

    等を確認のうえ給付を決定します。 

   給付方法は、「福祉用具の購入」と同様です。 
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 (4) 福岡市居宅介護支援事業者業務支援事業（様式集【様式12】参照） 

       支援対象等が、住宅改修費の申請書に添付する理由書の作成業務（当該住宅改修が住宅改修費の

支給対象または介護扶助の対象となった場合に限る。）を実施したときは、支援対象者等に対し

その業務経費の一部として補助金（１件当たり2,000円 ）が交付されます。 

   この要綱は、介護保険の被保険者以外にも適用されますので、補助金の申請に必要となる支給

実績を証明するものとして、生活保護による一時扶助の「決定調書の写し」を、福祉事務所から

支援対象者に交付します。 

 
 福岡市居宅介護支援事業者業務支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は，居宅介護支援，介護予防支援又は介護予防・日常生活支援総合事業における介護

予防ケアマネジメント（第一号介護予防支援事業）を受けていない要介護者及び要支援者（以下「要介

護者等」という。）でも住宅改修に関する助言や理由書の作成提供を円滑に受けることができ、適切な

住宅改修が行われ、自立した日常生活が継続されることを目的とし，介護保険法及び生活保護法におけ

る居宅介護支援事業者等の業務のうち，保険給付及び介護扶助の対象とならない業務について行う支援

（以下「支援事業」という。）の支給に関し必要な事項を定めるもの。 

 

（事業の対象） 

第２条 この要綱に基づく支援事業費の支給対象となる者（以下「対象者」という。）は，要介護者等

に対し，住宅改修費の申請書に添付する理由書を作成（当該住宅改修が住宅改修費の支給対象または介

護扶助の対象となった場合に限る。）した者で，次に掲げるものとする。 

(1)  介護支援専門員 

(2)  作業療法士 

(3)  福祉住環境コーディネーター検定試験２級以上の資格を持つ者 

(4) 理学療法士 

(5) 地域包括支援センター担当職員（保健師その他の指定介護予防支援に関する知識等を有す

る職員） 

２ 前項に該当する者が指定居宅介護支援事業者及びその他の事業者（以下「事業者等」という。）に

属し，当該事業者等の業務として理由書を作成したときは，当該事業者等に対して支給するものとする。 

 

（支援事業費の額） 

第３条 前条に定める支給額は，理由書１件当たり２,０００円とする。 

 

（申請手続） 

第４条 第２条に該当する者が支給を受けようとするときは，「福岡市居宅介護支援事業者業務支援事

業費支給申請書（住宅改修理由書作成業務用）」（様式第１号）に，次の各号に掲げる書類を添付して

区長に申請しなければならない。 

  (1) 請求明細書（様式第２号） 

    (2) 住宅改修が必要な理由書の写し 

    (3) 生活保護の決定調書の写し（生活保護１０割扶助の者） 

  

２ 前項の申請は，次に掲げる期間に要介護者等が住宅改修費の支給申請を行った業務について，当該

各号に掲げる期間に行わなければならない。 

  (1) ４月１日から６月30日までの業務  同年７月１日から７月31日まで 

  (2) ７月１日から９月30日までの業務  同年10月１日から10月31日まで 

  (3) 10月１日から12月31日までの業務  翌年１月４日から１月31日まで 

  (4) １月１日から３月31日までの業務  同年４月１日から４月30日まで 

 

（支給の決定） 

第５条 区長は，前条の規定による申請を受けたときは，申請の内容が適正かどうか，金額の算定に誤
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りがないか等について調査のうえ，前条第２号による申請期間の月の翌々月末までに支給の適否を決定

し，支給決定通知書（様式第３号）により，申請者に通知しなければならない。 

 

（報告等） 

第６条 区長は，必要があると認めるときは，事業者等に対し，必要な文書の閲覧，資料の提供又は報

告を求めることができる。 

 

（返還） 

第７条 区長は，助成を受けた者が，偽りその他不正の手段により支給を受けたときは，当該支援事業

費の全部又は一部を返還させることができる。 

 

（規定外の事項） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は保健福祉局介護保険課長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

（福岡市居宅介護支援事業者業務支援事業実施要綱の廃止） 

２ 福岡市居宅介護支援事業者業務支援事業実施要綱（平成１５年４月１日施行，平成２６年４月１日

最終改正。以下「旧要綱」という。）は廃止する。 

（旧要綱の廃止に伴う経過措置） 

３ この要綱施行の日前に旧要綱第５条第２項（４）により業務を行ったものについては，なお従前の

例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 
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第４ 給 付 調 整 に つ い て 

 

１ 保険優先の公費負担医療と介護保険                                           

   要介護者等が保険優先の公費負担医療の対象者であるとき、公費対象となるサービスについても介

護保険が優先しますので、通常と同様の保険給付(90％等)が行われます。 

  従って、公費は利用者負担分(１割負担と食事の標準負担額)に適用され、当該公費制度に本人負担

があれば、その部分に対して介護扶助が適用されます。 

    被保険者以外の要保護者等の場合は、介護保険の適用がありませんので、介護保険が優先される

ということもありません。公費医療の本人負担分に対して介護扶助が適用されます。   

     

 【介護保険優先公費の一覧】 

 
 
 

制   度 資格証明 負担割合 介護保険と関連する給付対象 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

（精神通院医療） 

医療券 本人負担 

なし 

訪問看護、介護予防訪問看護 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

（更生医療） 

更  生 

医療券 

本人負担 

なし 

訪問看護、医療機関による訪問リハビ 

リテーション、医療機関による通所リ 

ハビリテーション、介護予防訪問看護、 

医療機関による介護予防訪問リハビリ 

テーション、医療機関による介護予防 

通所リハビリテーション、介護療養施設

サービス（食費及び居住費を除く）及び

介護医療院サービス（食費及び居住費を

除く） 

原爆被爆者援護法（一般疾病医 

療費の給付） 

被爆者 

健  康 

手  帳 

本人負担 

なし 

訪問看護、訪問リハビリテーション、 

居宅療養管理指導、通所リハビリテー 

ション、短期入所療養介護（食費及び 

居住費を除く）、介護予防訪問看護、 

介護予防訪問リハビリテーション、介 

護予防居宅療養管理指導、介護予防通 

所リハビリテーション、介護予防短期 

入所療養介護（食費及び居住費を除く）、 

介護保健施設サービス（食費及び居住費

を除く）、介護療養施設サービス及び介

護医療院サービス（食費及び居住費を除

く） 
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２ 障がい者に対する福祉サービス 

 (1) 被保険者の場合         

障がい者であっても40歳以上の人は、原則として介護保険法の被保険者となり、65歳以上（40

被爆体験者精神影響等調査研究

事業 

受給者 

 証 

本人負担 

なし 

訪問看護、訪問リハビリテーション、 

居宅療養管理指導、通所リハビリテー 

ション、短期入所療養介護（食費及び 

居住費を除く）、介護予防訪問看護、 

介護予防訪問リハビリテーション、介 

護予防通所リハビリテーション、介護 

予防居宅療養管理指導、介護予防短期入

所療養介護（食費及び居住費を除く），

介護保健施設サービス（食費及び居住費

を除く）、介護療養施設サービス及び介

護医療院サービス（食費及び居住費を除

く） 

難病の患者に対する医療等に関

する法律（難病医療費助成） 

受 給 者

証 

本人負担

なし 

訪問看護，介護予防訪問看護，医療機関

及び介護医療院の訪問リハビリテーシ

ョン，医療機関及び介護医療院の介護予

防訪問リハビリテーション，居宅療養管

理指導，介護予防居宅療養管理指導，介

護療養施設サービス及び介護医療院サ

ービス（食費及び居住費を除く）  

原爆被爆者の訪問介護利用者負 

担に対する助成事業 

被爆者 

健  康 

手  帳 

本人負担 

なし 

訪問介護、第１号訪問事業（従前の介護

予防訪問介護に相当する事業のみ） 

原爆被爆者の介護保険等利用者 

負担に対する助成事業 

被爆者 

健  康 

手  帳 

本人負担 

なし 

通所介護，短期入所生活介護（食費及 

び居住費を除く），地域密着型通所介護、

認知症対応型通所介護，介護予防認知症対

応型通所介護，介護予防短期入所生活介護

（食費及び居住費を除く），介護老人福祉

施設（食費及び居住費を除く），地域密着

型介護老人福祉施設（食費及び居住費を除

く），小規模多機能型居宅介護，介護予防

小規模多機能型居宅介護，定期巡回・随時

対応型訪問介護看護，看護小規模多機能型

居宅介護，第１号通所事業（従前の介護予

防通所介護に相当する事業のみ） 
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歳以上65歳未満の者の場合は、その要介護等の状態となった原因が特定疾病による場合）の者が

認定を経て介護サービスを受けます。このとき、共通するサービスは原則として介護保険から提

供され、介護保険にないサービスは引き続き障がい者施策として提供されます（介護保険での支

給限度基準額の対象とはなりません）。 

また、施設サービスについては、障がい者施設と介護保険施設では目的や機能が異なる事から、

要介護者であっても必要があれば障がい者施設への入所または通所が認められます。 

 

 

 (2) 被保険者以外の場合   

    ① 基本的な考え方 

   被保険者以外の者に係る介護扶助と自立支援給付の介護給付費等及び訪問入浴サービス事業と

  の適用関係については、生活保護法における補足性の原理により、介護給付費等及び訪問入浴サ

  ービス事業が介護扶助に優先されます。 

       従って、介護扶助の給付は、要介護（支援）状態区分に応じたサービスに係る区分支給限度基

準額（以下、「支給限度額」という。）を限度として、介護給付費等及び訪問入浴サービス事業

で賄うことができない不足分について行います。 

② 介護給付費等の受給及び訪問入浴サービス事業の利用が可能な者に係る介護扶助給付上限額の

算定について 

  ア 被保険者以外の者であって、介護給付費等の受給及び訪問入浴サービス事業の利用が可能な

   者から介護扶助の申請があった場合、介護給付費等の受給及び訪問入浴サービス事業の利用状

   況を確認するとともに、サービス利用に係る申請が行われていない場合については、利用申請

   を行うよう指導します。 

  イ 介護給付費等の支給決定を受けて利用する障がい福祉サービスについて、 

   (ｱ) 相当するサービスが介護保険給付により利用可能なものであるか、 

   (ｲ) 障がい固有のサービス等であるか 

   について、市町村の介護給付費等の支給決定事務担当部署等と連携した上で、把握します。 

  ウ 該当者に係る支給限度額から、次に掲げる各号の合計額を控除した額を、介護扶助の給付上

   限額とします。 

   (ｱ) 上記イの(ｱ)に該当するサービスに係る介護給付費等の額 

   (ｲ) 訪問入浴サービス事業を利用した場合は、それぞれ以下に掲げる額 

     要介護者 １回当たり １２，５００円 

     要支援者 １回当たり  ８，５４０円 

  ③ 介護扶助の決定にあたっての留意事項 

  ア 上記②により算定した給付上限額の範囲において介護扶助の申請が行われた場合であっても、

介護扶助として申請のあったサービスについて、介護給付費等により利用が可能と判断される

場合には、介護給付費等の支給決定事務担当及び居宅介護支援事業者等との調整を行った上で、

介護給付費等の活用を図ります。 

  イ 常時介護を要し、その介護の必要性が著しく高い障がい者などに係る介護扶助の決定にあた

り、上記②のウの算定方法によっては、介護給付費等の対象とならない訪問看護等について、

必要なサービス量が確保できないと認められる場合については、上記②のウの算定方法によら
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ず、介護扶助の支給限度額の範囲内を上限として、必要最小限度のサービスについて介護扶助

により給付を行います。 

 (3) 介護扶助による福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与と障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律による補装具費支給制度及び地域生活支援事業における日常生活用具

給付等事業との適用関係について 

   被保険者以外の者に係る福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与と補装具費及び日常生活用具

  給付等事業の適用関係については、(2)の①の取扱いと同様、補装具費支給制度及び日常生活用具 

    給付事業が介護扶助に優先されます。 

  （上記の（2），（3）につきましては、平成19年3月29日付け厚生労働省社会・援護局保護課長 

  通知（抜粋）として福祉事務所に周知されています。） 

  

※被保険者以外の者に係る上記(2)の②のイの(ｱ)に該当するサービス及び訪問入浴サービス事業の給

付は、生活保護受給者以外の方との均衡を図るため、介護保険法における支給限度額を上回らないよ

うにする必要があります。そのため、ケアプランを作成する際には、障がい者施策等分を含めたケア

プランを作成していただき、介護保険の支給限度額を越えることがないようにお願いします。 

また、被保険者以外の者で、障がい福祉サービスに代替えできるサービスがありましたら各区保健

福祉センター保護課のケースワーカーまでご連絡いただきますようお願いします。 
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第５ 指 定 申 請 と 届 出  

 

生活保護法による介護機関の指定は、前提として介護保険法による指定介護機関であることが必要

です。なお、平成２６年７月１日以降に新たに介護保険法の指定又は開設許可があった介護機関につ

いては、別段の申出がない限り，生活保護法の指定があったものとみなされます。ただし，みなし指

定を受けた介護機関が介護保険法の規定による事業の廃止、指定の取消し、又は指定の効力が失われ

た場合は、その効力を失います。 

新たに生活保護法による指定を受けようとする介護機関及び既に生活保護法の指定を受けている介

護機関（以下「指定介護機関」という。）で指定内容等に変更等があった場合は、所定の申請（届出）

用紙に所定の事項を記載し、福岡市保健福祉局保護課もしくは介護機関の所在地を管轄する福祉事務

所に提出することになっています。 

  県知事又は政令指定都市の市長は、下記の指定基準に合致した介護機関を指定したとき、または変更

届等を受理した場合、指定（変更）通知書を交付するとともに、福岡市においては福岡市公報に登載

します。 

１ 指定申請（様式第３号の２：様式集【様式４】【様式５】参照） 

 (1) 指定基準 

① 介護保険法第41条第１項本文、第42条の２第１項、第46条第１項、第53条第１項本文、第54

条の２第１項本文若しくは第58条第１項の規定による指定又は同法第94条第１項の規定による

許可を受けているものであって、介護扶助のための介護について理解を有していると認められる

もの。 

    ②  指定介護機関介護担当規程（Ｐ３参照）及び「生活保護法第54条の２第４項において準用する

同法第52条第２項の規定による介護の方針及び介護の報酬を定める件」に従って、適切に介護サ

ービスを提供できると認められること。 

    ③ 次のいずれかに該当するときは，指定できません。 

ⅰ 申請者が、禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき。 

ⅱ 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるも

のの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

るまでの者であるとき。 

ⅲ 申請者が、生活保護法第51条第２項の規定により指定を取り消され、その取消しの日か

ら起算して５年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による

通知があった日前60日以内に当該指定を取り消された介護事業所又は施設の管理者であっ

た者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、

当該指定の取消しの処分の理由となった事実に関して申請者が有していた責任の程度を考

慮して、この号本文に該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚

生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

ⅳ 申請者が、第51条第２項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規

定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの

間に第51条第１項の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退について相当

の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して５年を経過しないものであると
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き。 

ⅴ 申請者が、第54条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査

の結果に基づき第51条第２項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの

決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより厚生労働大臣が

当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合における当該

特定の日をいう。）までの間に第51条第１項の規定による指定の辞退の申出をした者（当

該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して５年

を経過しないものであるとき。 

ⅵ ⅳに規定する期間内に第51条第１項の規定による指定の辞退の申出があった場合におい

て、申請者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）が、ⅳの通知の日前 

60日以内に当該申出に係る介護事業所又は施設の管理者であった者で、当該申出の日から起

算して５年を経過しないものであるとき。 

ⅶ 申請者が、指定の申請前５年以内に被保護者の介護に関し不正又は著しく不当な行為を

した者であるとき。 

ⅷ 当該申請に係る介護事業所又は施設の管理者がⅰからⅶまでのいずれかに該当する者で

あるとき。 

  ④ 次のいずれかに該当するときは，指定しません。 

       ⅰ 被保護者の介護について、その内容の適切さを欠くおそれがあるとして重ねて生活保護法

第50条第２項の規定による指導を受けたものであるとき。 

    ⅱ そのほか、介護扶助のための介護を担当させる機関として著しく不適当と認められるもの

であるとき。 

(2)  指定の取消し  

次の各号のいずれかに該当するときは、指定を取消し、又は期間を定めてその指定の全部も

しくは一部の効力を停止します。 

     ① 指定介護機関が、第49条の２第２項第１号から第３号まで又は第９号のいずれかに該当する

に至ったとき 

     ② 指定介護機関が、第49条の２第３項各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

     ③ 指定介護機関が、第50条又は次条の規定に違反したとき。 

     ④ 指定介護機関の介護報酬の請求に関し不正があったとき。 

     ⑤ 指定介護機関が、第54条第１項の規定により報告若しく介護記録、帳簿書類その他の物件の

提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

     ⑥ 指定介護機関の開設者又は従業者が、第54条第１項の規定により出頭を求められてこれに応

ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定

による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定介護機関の従業者がそ

の行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護機関の開設者が相当の

注意及び監督を尽くしたときを除く。 

     ⑦ 指定介護機関が、不正の手段により第54条の２の指定を受けたとき。 

     ⑧ 前各号に掲げる場合のほか、指定介護機関が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉

に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したと

き。 
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     ⑨ 前各号に掲げる場合のほか、指定介護機関が、被保護者の介護に関し不正又は著しく不当な

行為をしたとき。 

     ⑩ 指定介護機関の管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力を停止しようと

するとき前５年以内に被保護者の介護に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

２ 届出 

 (1)  変更届（様式第５号：様式集【様式６】参照) 

    ① 指定介護機関の名称に変更があったとき。 

    ② 指定介護機関の所在地が変わったとき。 

    ③ サービスの種類に変更があったとき。 

  ④ 開設者が変わったとき。（介護保険事業所番号に変更がないときのみ） 

 (2)  休止・廃止届（様式第６号：様式集【様式７】参照） 

  休止の場合 

    ① 天災その他の原因で建物または設備が損壊され正常な介護を担当できなくなったが、復旧の意

志と能力がある場合。 

    ② 勤務する医師、歯科医師、薬剤師その他の従業員が死亡し、辞職し、または休業したため正常

に介護を担当できなくなったが、これを補充する意志と能力がある場合。 

    ③ 開設者が、自己の意志により指定介護機関を休止したとき。 

  廃止の場合 

    ① 介護機関の開設者が、死亡し、または失踪の宣告を受けたとき。 

    ② 介護機関の開設者が、当該機関を他に譲渡したり、または他の原因で開設者が変わったとき（法

人設立の場合を含む）。 

  ③ 指定介護機関の所在地を移転したとき。（介護保険事業所番号の変更を伴うときのみ） 

    ④ 開設者が、自己の意志で指定介護機関を廃止したとき。 

    ⑤ 組織の変更（病院が診療所に、診療所が病院に、有限会社が株式会社に）をしたとき。 

 (3)  再開届（様式第７号：様式集【様式８】参照） 

       休止していた指定介護機関が、再開したとき。 

 (4)  辞退届（様式第９号：様式集【様式９】参照） 

       指定介護機関の指定を辞退しようとするとき。ただし、辞退希望日の30日前までに届け出なけれ

ばなりません。 

 

  以上のような各申請（届出）がありますが、所定の様式は福岡市のホームページからダウンロードで

きるほか、介護機関の所在地を管轄する福祉事務所でも配布します。所定事項を記入の上、保健福祉

局保護課へ郵送されるか、所管の福祉事務所に提出してください。 

  各変更等の届出は、変更内容の事実発生の日から10日以内にとなっています。適正な介護扶助を実施

するために、ご協力をお願いします。 

   提出先：〒810-8620 

 (郵送)  福岡市中央区天神一丁目８の１ 

         保健福祉局生活福祉部保護課 介護扶助担当 ℡  ７１１－４２３１ 
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第６ 指 定 介 護 機 関 の 指 導 と 検 査 に つ い て 

 

１ 指導（法第50条第２項） 

  指定介護機関として介護扶助を担当していただきますと、要保護者等の介護について、厚生労働

大臣，都道府県知事又は政令指定都市の市長の行う指導に従わなければならないことになっていま

す。指導の目的は、介護の給付が適正に行われるように、この制度の趣旨及び介護扶助に関する事

務取扱等の周知徹底を図るためのもので、すべての指定介護機関を対象として、一般指導と個別指

導の２種類があります。 

 (1)  一般指導 

    講習会の開催や文書配布等の方法で法の周知を図るものです。 

 (2)  個別指導 

    実地に行うことを原則としており、介護記録その他の帳簿書類等を閲覧し、個々の指定介護機関

と懇談指導を行うものです。実施にあたっては事前に連絡等を行います。 

 

２ 検査（法第54条） 

  介護扶助に関して必要があると認めるときは、当該介護機関について実地に、その設備若しくは

介護記録、帳簿書類その他の物件を検査することになっています。検査の対象は、個別指導の結果、

検査の必要があると認められた指定介護機関及び個別指導を受けることを拒否した指定介護機関で

すが、介護内容または介護報酬の請求に不正又は不当があると疑うに足る理由のある場合は、直ち

に検査を実施する場合もあります。 

   検査の結果に応じて次のような行政上の措置が行われます。 

 (1)  指定の取消、指定の全部又は一部の効力停止 

    ① 故意に不正または不当な介護を行ったもの。 

    ② 故意に不正または不当な介護報酬の請求を行ったもの。 

    ③ 重大な過失により、不正または不当な介護をしばしば行ったもの。 

    ④  重大な過失により、不正または不当な介護報酬の請求をしばしば行ったもの。 

 (2)  戒告 

    ① 重大な過失により不正または不当な介護を行ったもの。 

    ② 重大な過失により不正または不当な介護報酬の請求を行ったもの。 

    ③ 軽微な過失により不正または不当な介護を行ったもの。 

    ④ 軽微な過失により不正または不当な介護報酬の請求をしばしば行ったもの。 

 (3)  注意 

    ① 軽微な過失により不正または不当な介護を行ったもの。 

    ② 軽微な過失により不正または不当な介護報酬の請求を行ったもの。 

 

  以上の措置に伴って、介護サービスや介護報酬の請求に関し不正又は不当の事実が認められ，これ

に係る返還金が生じた場合には，国保連を通じて控除する方法等で返還させることになっています。

 なお，指定の取消しの処分を行った場合，又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力停

止の処分を行った場合には，原則として，生活保護法第７８条第２項の規定により返還額に100分の4

0を乗じて得た額も福祉事務所に返還していただきます。 

25



また，指定取消の措置に該当するおそれがあると認められた場合には、当該指定介護機関に弁明の

機会が与えられます。 
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様式集 



様式１



様式２



様式３



（フリガナ）

名 称

所 在 地

（フリガナ）

（フリガナ）

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

様式第３号の２（第１０条の２関係）

施設又は実施する事業の種類

居

宅

介

護

地域密着型特定施設入居者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

小規模多機能型居宅介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

通所介護

訪問介護

施
設
又
は
事
業
所

介 護 保 険 事 業 所 番 号

生活保護法第54条の２の第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定に基づき，次の通り申請します。

年 月

生
年
月
日

日開設者の氏名，生年月日，住
所
※法人の場合は，「氏名（名称）」欄
に法人の名称及び代表者の職・氏
名を記載し，「住所（所在地）」欄に
主たる事務所の所在地を記載して
ください。

住
所

　〒 -

生
年
月
日

月

氏
名

住
所

　〒 -

管理者の氏名，生年月日及
び住所

氏
名

生活保護法・中国残留邦人等支援法
指定介護機関　指定申請書

申請事業
(〇を記載)

介護保険法
指定（許可）年月日

生活保護法等
指定希望年月日

日

　〒 -　

TEL（　　　）　　　- FAX（　　　　）　　　　-

生活保護法等
既指定年月日

年

様式４



　　福　岡　市　長　　　殿

※生活保護法第54条の2第2項により指定したとみなされるため，申請は不要です。

※生活保護法第54条の2第3項により指定したとみなされるため，申請は不要です。

施設又は実施する事業の種類
申請事業
(〇を記載)

生活保護法等
指定希望年月日

生活保護法等
既指定年月日

介護保険法
指定（許可）年月日

介護予防ケアマネジメント

生活支援型通所サービス

生活支援型訪問サービス

特定福祉用具販売

居宅介護支援事業

施

設

介

護

介

護

予

防

介護予防型訪問サービス
介

護

予

防

・

日

常

生

活

支

援

総

合

事

業

介護予防短期入所療養介護

介護予防福祉用具貸与

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

特定介護予防福祉用具販売

介護予防支援（地域包括支援センター）

介護予防居宅療養管理指導

介護予防特定施設入居者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

介護予防訪問入浴介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防訪問看護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

年 月 日

℡（　　　　）　　 　　　－　　

氏　名
印

住　所　

申請者（開設者）

介護予防型通所サービス

〒 -



　１．この書類は、開設許可又は指定を受けた事業所（介護保険事業者番号）ごとに申請を行って下さい。

　２．この書類は、福岡市長（保健福祉局保護課）あてに直接又は所在地を管轄する福祉事務所を経由して提出してください。

　１．介護老人保健施設，介護療養型医療施設又は介護医療院が申請する場合には、その施設について記載してください。

　２．「名称」は、略称等を用いることなく、介護保険法による開設認可又は指定を受けた正式な名称を用いて記載してください。

　３．「管理者氏名」は、介護保険法等の規定に基づき配置した管理者の氏名を記載してください。

注意事項

記載要領

　８．申請者が法人の場合には、法人名とともにその代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記載し、代表者印を押印してください。

　４．「施設又は実施する事業の種類」欄は、今回申請する事業について、該当する欄にすべて「〇」を記載してください。

　５．「生活保護法等既指定年月日」欄は、すでに生活保護法による指定を受けている事業等につき、その指定を受けた
　年月日を記載してください。

　６．「介護保険法指定（許可）年月日」欄は、該当する欄に介護保険法の指定又は開設許可を受けた年月日を記載してください。
　申請中の場合は、「指定年月日」欄に「申請中」と記載してください。

　なお、介護保険法施行法等関係法令の規定に基づき指定があったものとみなされたものについては「H12.4.1」「H18.4.1」等
　みなし指定年月日を記載してください。

　７．認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、
　介護予防認知症対応型共同生活介護及び介護予防特定施設入居者生活介護の場合に限り、各事業ごとに、
　定めている利用料すべてについて、「入居に関する契約書」のひな型，「入居に関する重要事項説明書」等入居に係る利用料がわか
　書類を添付してください。

　居宅介護事業者、介護予防事業者、特定福祉用具販売事業者、特定介護予防福祉用具販売事業者、
　居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターが申請する場合には、その開設する事業所ごとに記載してください。



生活保護法第 54条の２第４項において準用する 

同法第 49条の２第２項第２号から第９号までに該当しない旨の誓約書 

福 岡 市 長 殿   年  月  日 

 下欄に掲げる生活保護法第 54条の２第４項において準用する同法第 49条の２第２項第２号から第９

号までの規定に該当しないことを誓約します。 

住所 

氏名（法人の場合は名称）  印 

（誓約項目） 

生活保護法第 54 条の２第４項において準用する同法第 49条の２第２項第２号から第９号までの 

規定関係 

１ 第２項第２号関係 

  開設者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者で

あること。 

２ 第２項第３号関係 

  開設者が、生活保護法その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定（※）

により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であること。 
※ その他国民の保険医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定

１ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）
２ あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和 22年法律第 217号）
３ 栄養士法（昭和 22年法律第 245号）
４ 医師法（昭和 23年法律第 201号）
５ 歯科医師法（昭和 23年法律第 202号）
６ 保健師助産師看護師法（昭和 23年法律第 203号）
７ 歯科衛生士法（昭和 23年法律第 204号）
８ 医療法（昭和 23年法律第 205号）
９ 身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 283号）
10 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25年法律第 123号）
11 社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）
12 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35年法律第 145号）
13 薬剤師法（昭和 35年法律第 146号）
14 老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）
15 理学療法士及び作業療法士法（昭和 40年法律第 137号）
16 柔道整復師法（昭和 45年法律第 19号）
17 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62年法律第 30号）
18 義肢装具士法（昭和 62年法律第 61号）
19 介護保険法（平成 9年法律第 123号）
20 精神保健福祉士法（平成 9年法律第 131号）
21 言語聴覚士法（平成 9年法律第 132号）
22  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123号）
23 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 17年法律第 124号）
24 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18年法律第 77号）
25 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 23年法律第 79号）
26 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）
27 再生医療等の安全性の確保等に関する法律（平成 25年法律第 85号）

介護機関用 

様式５



28 国家戦略特別区域法（平成 25年法律第 107号。第 12条の 4第 15項及び第 17項から第 19項までの規定に限 
る。） 

29 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成 26年法律第 50号） 
30 公認心理師法（平成 27年法律第 68号） 
31 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成 28年法律第 110号） 
32 臨床研究法（平成 29年法律第 16号） 

３ 第２項第４号関係 

  都道府県知事が当該指定の取消しの処分の理由となった事実その他当該事実に関して開設者が有してい

た責任の程度を確認した結果、開設者が当該指定の取消しの理由となった事実について組織的に関与して

いると認められない場合を除き、開設者が、生活保護法の規定により指定介護機関の指定を取り消され、

その取消しの日から起算して５年を経過しない者であること（取消しの処分に係る行政手続法（平成５年

法律第 88号）第 15条の規定による通知があった日前 60 日以内に当該指定を取り消された事業所又は施設

の管理者であった者が当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）。 

４ 第２項第５号関係 

    開設者が、生活保護法の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法（平成５年法律第 88 号）第

15 条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に

第 51 条第１項の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除

く。）で、当該申出の日から起算して５年を経過しないものであること。 

５ 第２項第６号関係 

  開設者が、生活保護法の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき生

活保護法の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日とし

て都道府県知事が当該開設者に当該検査が行われた日から 10日以内に、検査日から起算して 60 日以内の

特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に生活保護法の規定による指定の辞退の

申出をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して５年

を経過しないものであること。 

６ 第２項第７号関係 

  第５号に規定する期間内に生活保護法の規定による指定の辞退の申出があつた場合において、開設者

（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）が、同号の通知の日前 60 日以内に当該申出に係

る事業所又は施設の管理者であった者で、当該申出の日から起算して５年を経過しないものであること。 

７ 第２項第８号関係 

  開設者が、指定の申請前５年以内に被保護者の介護に関し不正又は著しく不当な行為をしたものである

こと。 

８ 第２項第９号関係 

  当該申請に係る事業所又は施設の管理者が第２号から前号までのいずれかに該当すること。 



様式第５号（第１４条関係）

※ 医療機関   ※ 名 称

生活保護法指定 介護機関 所在地  変更届書 

助 産 婦 その他 

施 術 者 

次のとおり変更しましたので届け出ます。

指医

療

機

関

定等

番 号

名 称（氏名）

所在地（住所） （郵便番号 －    ）

連 絡 先 電話番号 FAX番号 

変

更

事

項

旧

新

変更 年 月 日 年 月  日

委

託

患

者

等

の

措

置

状

況

  年  月  日

（あて先） 福 岡 市 長

住 所

申請者

氏 名  (印) 

様式６



注意事項 

１．この書類は、開設許可又は指定を受けた事業所（介護保険事業者番号）ごとに申

請を行って下さい。 

２．この書類は、福岡市長あてに直接又は所在地を管轄する福祉事務所を経由して提

出してください。 

３．貴機関等が指定された場合には、福岡市告示により公示するほか、指定通知書に

より通知します。 

記載要領 

１．介護老人保健施設，介護療養型医療施設又は介護医療院が申請する場合には、その施

設について記載してください。

居宅介護事業者、介護予防事業者、特定福祉用具販売事業者、特定介護予防福祉用具

販売事業者、居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターが申請する場合には、その

開設する事業所ごとに記載してください。

２．「名称」は、略称等を用いることなく、介護保険法による開設認可又は指定を受けた正

式な名称を用いて記載してください。

３．「管理者氏名」は、介護保険法等の規定に基づき配置した管理者の氏名を記載してくだ

さい。

４．「施設又は実施する事業の種類」欄は、今回申請する事業について、該当する欄にすべ

て「〇」を記載してください。

５．「生活保護法等既指定年月日」欄は、すでに生活保護法による指定を受けている事業等

につき、その指定を受けた年月日を記載してください。

６．「介護保険法指定（許可）年月日」欄は、該当する欄に介護保険法の指定又は開設許可

を受けた年月日を記載してください。

申請中の場合は、「指定年月日」欄に「申請中」と記載してください。 

なお、介護保険法施行法等関係法令の規定に基づき指定があったものとみなされたも

のについては「H12.4.1」「H18.4.1」等みなし指定年月日を記載してください。 
７．認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護及び介護予防特定施設入居者生活介護の場

合に限り、各事業ごとに、定めている利用料すべてについて、「入居に関する契約書」

のひな型，「入居に関する重要事項説明書」等入居に係る利用料がわかる書類を添付し

てください。

８．申請者が法人の場合には、法人名とともにその代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地を記載し、代表者印を押印してください。



様式第６号（第１４条関係）

※ 医療機関  ※ 休 止

生活保護法指定   介護機関 届書 
助 産 婦       廃 止

施 術 者
※

次のとおり 休止・廃止 しましたので届け出ます。

指医

療

機

関

定等

番 号

名 称

所 在 地 （郵便番号 －  ）

連 絡 先 電話番号 FAX番号 
※休止・廃止年月日 年 月  日

平成12年４月１日時点で生活保護法による指定医療機関の指定を 
受けている医療機関は，介護機関のみなし指定を受けています。

休止・廃止の場合，あわせて休止・廃止してよろしいですか。

は い  ・ いいえ

※

休の

止

・理

廃

止由

委の

託措

患置

者状

等況

再開の見通し

（休止の場合）

  年  月  日

（あて先） 福 岡 市 長

住 所

申請者

氏 名  (印) 

様式７



注意事項 

１．この書類は、開設許可又は指定を受けた事業所（介護保険事業者番号）ごとに申

請を行って下さい。 

２．この書類は、福岡市長あてに直接又は所在地を管轄する福祉事務所を経由して提

出してください。 

３．貴機関等が指定された場合には、福岡市告示により公示するほか、指定通知書に

より通知します。 

記載要領 

１．介護老人保健施設，介護療養型医療施設又は介護医療院が申請する場合には、その施

設について記載してください。

居宅介護事業者、介護予防事業者、特定福祉用具販売事業者、特定介護予防福祉用具

販売事業者、居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターが申請する場合には、その

開設する事業所ごとに記載してください。

２．「名称」は、略称等を用いることなく、介護保険法による開設認可又は指定を受けた正

式な名称を用いて記載してください。

３．「管理者氏名」は、介護保険法等の規定に基づき配置した管理者の氏名を記載してくだ

さい。

４．「施設又は実施する事業の種類」欄は、今回申請する事業について、該当する欄にすべ

て「〇」を記載してください。

５．「生活保護法等既指定年月日」欄は、すでに生活保護法による指定を受けている事業等

につき、その指定を受けた年月日を記載してください。

６．「介護保険法指定（許可）年月日」欄は、該当する欄に介護保険法の指定又は開設許可

を受けた年月日を記載してください。

申請中の場合は、「指定年月日」欄に「申請中」と記載してください。 

なお、介護保険法施行法等関係法令の規定に基づき指定があったものとみなされたも

のについては「H12.4.1」「H18.4.1」等みなし指定年月日を記載してください。 
７．認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護及び介護予防特定施設入居者生活介護の場

合に限り、各事業ごとに、定めている利用料すべてについて、「入居に関する契約書」

のひな型，「入居に関する重要事項説明書」等入居に係る利用料がわかる書類を添付し

てください。

８．申請者が法人の場合には、法人名とともにその代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地を記載し、代表者印を押印してください。



様式第７号(第１４条関係) 

※ 医療機関

生活保護法指定 介護機関 再開届書 

助 産 婦

施 術 者

次のとおり 再開 しましたので届け出ます。

指医

療

機

関

定等

番 号

名 称

所  在 地 （郵便番号 －    ）

連 絡 先 電話番号 FAX番号 

休 止 年 月 日 年 月  日

再 開  年 月 日 年 月  日

平成12年４月１日時点で生活保護による指定医療機関の指定を 

受けている医療機関は，介護機関のみなし指定を受けています。

再開の場合，あわせて再開してよろしいですか。

は  い   ・  いいえ

再

開

の

理

由

  年  月  日

（あて先） 福 岡 市 長

住 所

申請者

氏 名  (印) 

様式８



注意事項 

１．この書類は、開設許可又は指定を受けた事業所（介護保険事業者番号）ごとに申

請を行って下さい。 

２．この書類は、福岡市長あてに直接又は所在地を管轄する福祉事務所を経由して提

出してください。 

３．貴機関等が指定された場合には、福岡市告示により公示するほか、指定通知書に

より通知します。 

記載要領 

１．介護老人保健施設，介護療養型医療施設又は介護医療院が申請する場合には、その施

設について記載してください。

居宅介護事業者、介護予防事業者、特定福祉用具販売事業者、特定介護予防福祉用具

販売事業者、居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターが申請する場合には、その

開設する事業所ごとに記載してください。

２．「名称」は、略称等を用いることなく、介護保険法による開設認可又は指定を受けた正

式な名称を用いて記載してください。

３．「管理者氏名」は、介護保険法等の規定に基づき配置した管理者の氏名を記載してくだ

さい。

４．「施設又は実施する事業の種類」欄は、今回申請する事業について、該当する欄にすべ

て「〇」を記載してください。

５．「生活保護法等既指定年月日」欄は、すでに生活保護法による指定を受けている事業等

につき、その指定を受けた年月日を記載してください。

６．「介護保険法指定（許可）年月日」欄は、該当する欄に介護保険法の指定又は開設許可

を受けた年月日を記載してください。

申請中の場合は、「指定年月日」欄に「申請中」と記載してください。 

なお、介護保険法施行法等関係法令の規定に基づき指定があったものとみなされたも

のについては「H12.4.1」「H18.4.1」等みなし指定年月日を記載してください。 
７．認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護及び介護予防特定施設入居者生活介護の場

合に限り、各事業ごとに、定めている利用料すべてについて、「入居に関する契約書」

のひな型，「入居に関する重要事項説明書」等入居に係る利用料がわかる書類を添付し

てください。

８．申請者が法人の場合には、法人名とともにその代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地を記載し、代表者印を押印してください。



  様式第９号(第15条関係) 

※ 医療機関

生活保護法指定   介護機関 指定辞退届書 

助 産 婦

施 術 者 

次のとおり生活保護法による指定を辞退します。

指医

療

機

関

定等

番 号

名 称

所 在  地

連 絡 先 郵便番号 電話番号

辞 退 年 月 日  年 月    日

平成12年４月１日時点で生活保護による指定医療機関の指定を 

受けている医療機関は，介護機関のみなし指定を受けています。

辞退の場合，あわせて辞退として扱ってよろしいですか。

は  い  ・ いいえ

委の

託措

患置

者状

等況

  年  月  日

（あて先）福 岡 市 長 

住 所

申請者

氏 名  (印) 

様式９



注意事項 

１．この書類は、開設許可又は指定を受けた事業所（介護保険事業者番号）ごとに申

請を行って下さい。 

２．この書類は、福岡市長あてに直接又は所在地を管轄する福祉事務所を経由して提

出してください。 

３．貴機関等が指定された場合には、福岡市告示により公示するほか、指定通知書に

より通知します。 

記載要領 

１．介護老人保健施設，介護療養型医療施設又は介護医療院が申請する場合には、その施

設について記載してください。

居宅介護事業者、介護予防事業者、特定福祉用具販売事業者、特定介護予防福祉用具

販売事業者、居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターが申請する場合には、その

開設する事業所ごとに記載してください。

２．「名称」は、略称等を用いることなく、介護保険法による開設認可又は指定を受けた正

式な名称を用いて記載してください。

３．「管理者氏名」は、介護保険法等の規定に基づき配置した管理者の氏名を記載してくだ

さい。

４．「施設又は実施する事業の種類」欄は、今回申請する事業について、該当する欄にすべ

て「〇」を記載してください。

５．「生活保護法等既指定年月日」欄は、すでに生活保護法による指定を受けている事業等

につき、その指定を受けた年月日を記載してください。

６．「介護保険法指定（許可）年月日」欄は、該当する欄に介護保険法の指定又は開設許可

を受けた年月日を記載してください。

申請中の場合は、「指定年月日」欄に「申請中」と記載してください。 

なお、介護保険法施行法等関係法令の規定に基づき指定があったものとみなされたも

のについては「H12.4.1」「H18.4.1」等みなし指定年月日を記載してください。 
７．認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護及び介護予防特定施設入居者生活介護の場

合に限り、各事業ごとに、定めている利用料すべてについて、「入居に関する契約書」

のひな型，「入居に関する重要事項説明書」等入居に係る利用料がわかる書類を添付し

てください。

８．申請者が法人の場合には、法人名とともにその代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地を記載し、代表者印を押印してください。



生活保護受給者に係る介護報酬請求書（福祉事務所直接請求用）交付願書 

年 月 日 

福岡市 福祉事務所長 様 

施設所在地 

施  設  名 

施 設 長 名 

 下記の者について、介護報酬を福祉事務所に直接請求する事例が生じましたので、「生活

保護受給者に係る介護報酬請求書（福祉事務所直接請求用）」の交付をお願いいたします。 

記 

ケース番号

又は受給者番号 
  利 用 者 氏 名 

利用サービス名 
※入所している居室（：多床室・従来型個室・

ユ ニ ッ ト 型 個 室 的 多 床 室

・ユニット個室）の別も記入のこと

サービス提供期間

    開 始 日 

  終 了 日※ 

（居室種類： ） 

  年 月  日 

から 

    年  月  日 

（居室種類： ） 

  年 月  日 

から 

    年  月  日 

（居室種類： ） 

  年 月  日 

から 

    年  月  日 

（居室種類： ） 

  年 月  日 

から 

    年  月  日 

（居室種類： ） 

  年 月  日 

から 

    年  月  日 

※終了日はサービスの提供が継続している場合は  で削除すること
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様式４号

要 介 護 認 定 の 資 料 提 供 に 係 る 申 出 書

年 月 日

（宛先）  福祉事務所長 

私は以下のとおり介護保険の被保険者でない者の要介護認定等に関する資料について提

供を申し出ます。

なお、資料の提供を受けた際は、下記記載の遵守事項を守り、私の責任で資料を適正に

管理することを約します。

申

請

者

氏 名

(事業者･施設名称 
代表者又は管理者) 

印 

本
人
と
の
関
係

□ 本人

□ 親族 ( ) 
□ 認知症対応型共同生活介護事業者

□ 特定施設入所者生活介護事業者

□ 小規模多機能型居宅介護事業者

□ 居宅介護支援事業者

□ 介護保険施設

□ 地域包括支援センター・指定

介護予防支援事業者

□ 福岡市障がい者高齢者住宅改

造相談事業の受託事業者

□ 居宅介護サービス事業者

□ その他（ ） 

資料の受領者

(上記以外の場合 )  

住 所

(所在地 ) 

本

人

氏 名 被保険者番号 

生年月日

住 所

提
供
資
料

□ 介護認定調査票 (基本調査 )
□ 介護認定調査票 (特記事項 )
□ 主治医意見書

利
用
目
的

□介護サービス計画等の作成等

□その他  ※具体的に記載してください。

遵守事項

１  私は提供を受けた資料に係る本人の情報（以下「本人情報」という。）又は、本人の親族の情報（以

下「親族情報」という。）を申出書記載の利用目的以外には利用しません。   

２  福祉事務所長の同意を得ることなく，提供を受けた資料を申出書記載の利用目的以外の目的で複写又

は複製しません。 

３  資料を厳重に管理し，紛失及び破損しないように適正な保管に努めるとともに，提供を受けた資料が

紛失及び破損した場合は直ちに福祉事務所に連絡し，その指示に従い善処します。また，資料について

所持する必要がなくなったときは，責任を持って廃棄します。

４  福祉事務所長から資料の提示又は提出若しくは返還を求められたときは，いつでもこれに応じます。 

提供対象者確認書類
本人確認書類 在職確認書類

□運転免許証

□介護支援専門員証

□地域包括支援セン

ター従事者証

□日本国旅券

□個人番号カード

□住民基本台帳カード

□その他（ ） 

□在職証明書

□社員証・職員証

□ 地 域 包 括 支 援 セ

ンター従事者証

福祉事務所記入欄

受付印
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様式第１号

福岡市居宅介護支援事業者業務支援事業費支給申請書

（住宅改修理由書作成業務用）

  年  月  日

（あて先）福岡市   区長

申請者

所在地

名称

代表者    印

電話番号

福岡市居宅介護支援事業者業務支援事業について、下記のとおり支援事業費の支給を申請します。

記

1. 支給申請額   円

〈内訳〉

2. 対象期間   年   月   日 ～   年  月  日

福岡市記入欄

決   

裁 

課 長 係 長 係 員 □ 交付

住宅改修理由書作成業務 
件 円 

□ 不交付

受付日 年 月 日 

決定日 年 月 日 

通知日 年 月 日 

区分 件数 件数×単価 2,000 円 

住宅改修の理由書作成業務 件 円 
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